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ま え が き

「学校基本調査」（基幹統計調査）は，学校に関する基本的事項である学

校数，在学者数，卒業者数，教職員数等の状況を明らかにするために，文部

科学省が昭和23年から毎年継続して実施しているものです。

この報告書は，平成28年５月１日現在で実施した「学校基本調査」のうち

高等学校以下（専修学校，各種学校を含む。）の学校に関する学校調査及び

中学校，高等学校の卒業後の状況調査並びに県が実施している高等学校の

「卒業後の状況調査付帯調査」の結果を取りまとめたものです。

この報告書を教育行政等に広く役立てていただければ幸いに存じます。

なお，この調査の実施に当たって多大の御協力をいただいた各学校をはじ

め，県教育委員会及び市町村教育委員会，その他関係各方面の方々に対し深

く感謝申し上げますとともに，今後とも一層の御協力を賜りますようお願い

申し上げます。

平成29年１月

鹿 児 島 県 企 画 部 長

岩 切 剛 志
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調 査 の 概 要

Ⅰ 学校基本調査

１ 調査の目的

学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らかにすることを目的とする。

２ 調査の根拠

統計法（平成19年法律第53号），統計法施行令（平成20年政令第 334号）及び学校基本調査

規則（昭和27年文部省令第４号）により実施される基幹統計調査である。

３ 調査の対象

学校教育法第１条の規定による幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及び特別

支援学校，同法第124条の規定による専修学校及び同法第134条の規定による各種学校並びに就

学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号。

以下「認定こども園法」という。）により設置される幼保連携型認定こども園及び市町村教育

委員会を対象とする。

なお，国立の学校（高等学校以下，専修・各種学校），大学，短期大学及び高等専門学校に

ついては，文部科学省が調査する。

４ 調査の種類，事項，期日及び申告者

調査の種類 調 査 事 項 調 査 期 日 申 告 者

学校数，学級数，在学者数，教職員数，
学 校 調 査 学 校 長

入学者数等

学校通信教育調査 学校数，在籍者数，教職員数等 学 校 長

不就学学齢児童 就学の免除及び就学猶予の状況，居所不 市 町 村

生 徒 調 査 明者数及び平成27年度間の死亡者数 平成28年５月１日 教育委員会

私立の学校並びに公立の幼保連携型認定 設置者又は

学 校 施 設 調 査 こども園，専修学校及び各種学校の土地

建物の用途別面積 学 校 長

中学校，高等学校，中等教育学校及び特

別支援学校の中等部・高等部等の卒業者
卒業後の状況調査 学 校 長

の進学，就職等の状況（平成28年３月卒

業者）

５ 調査系統（鹿児島県）

文部科学大臣 学校調査(高等学校並びに県立の中学校，特別支援学校,専修学校及び各種学校)

学校通信教育調査(高等学校通信制)

県 知 事 卒業後の状況調査(高等学校並びに県立の中学校及び特別支援学校)

学校施設調査(県立の専修学校及び各種学校並びに高等学校を設置する学校法人)

学校調査(幼稚園,幼保連携型認定こども園，小学校,県立を除く中学校，特別支援学校並びに県立を除く専修学校及び各種学校)

卒業後の状況調査(県立を除く中学校)

市町村長 学校施設調査(私立の幼稚園,幼保連携型認定こども園，小学校,中学校,専修学校及び各種学校(高等学校を設置する学校法人を除

く｡)並びに市町村立の幼保連携型認定こども園，専修学校及び各種学校)

不就学学齢児童生徒調査(市町村教育委員会)
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Ⅱ 卒業後の状況調査付帯調査

１ 調査の目的

県内の高等学校卒業生の進路に関する細部事項を調査することにより，進学及び就職の実態

を明らかにし，学校教育行政上の基礎資料を得ることを目的とする。

２ 調査の根拠

鹿児島県統計調査条例（平成21年鹿児島県条例第17号）に基づく。

３ 調査の対象

県内全ての高等学校（通信制及び特別支援学校の高等部は除く。）

４ 調査の種類，事項，期日及び申告者

調査の種類 調 査 事 項 調 査 期 日 申 告 者

高等学校の卒業者の進学，就職等の状況

卒業後の状況

（平成28年３月卒業者の学校基本調査に 平成28年５月１日 学 校 長

調査付帯調査

基づく付帯調査）

＜具体的調査項目＞

①大学等進学者の校種別・設置者別・県内県外別進学者数

②都道府県別・産業別就職者数

③ルート別就職者数

④理由別県外就職者数

⑤左記以外の者の将来の進路希望 など

５ 調査の実施者 ----- 県

Ⅲ 本年度調査の変更点

○調査票

学校調査票（義務教育学校）…本県該当校なし

・学校教育法の改正により，９年間一貫した系統的な教育課程を編成・実施する学校種として，

新たに「義務教育学校」が設置されることに伴い，本年度から当該学校に対する調査を実施

する。

学校調査票（小学校）

・「小中一貫教育の実施形態」に関する調査項目を追加する。

・「理由別長期欠席者数」の調査項目を削除する。

学校調査票（中学校）

・「小中一貫教育の実施形態」に関する調査項目を追加する。

・「二部授業の学級数・生徒数・教員数（公立のみ）」に関する調査項目を追加する。…本県
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該当校なし

・「理由別長期欠席者数」の調査項目を削除する。

学校調査票（中等教育学校）…本県該当校なし

・「理由別長期欠席者数」の調査項目を削除する。

学校施設調査票（高等学校等）

・学校教育法の改正により，９年間一貫した系統的な教育課程を編成・実施する学校種として，

新たに「義務教育学校」が設置されることに伴い，「５ 学校種別」に「９ 義務教育学校」

を追加する。…本県該当校なし
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利 用 上 の 注 意

１ 年 齢

園児，児童及び生徒の年齢は，平成28年４月１日現在の満年齢による。

２ 構成比について

報告書の文中及び統計表中の構成比については，小数点以下第２位を四捨五入しているの

で，内訳の合計は必ずしも100％にはならない場合がある。

３ 統計表中の記号の使用法

「 － 」 …………… 計数が「０」の場合

「0.0」 …………… 計数が単位未満の場合

「 △ 」 …………… 前年度と比較して減少した場合

「 … 」 …………… 計数出現があり得ない場合，又は調査対象とならなかった場合

４ そ の 他

① 学校数には，調査時点において休校中の学校（幼稚園13，小学校12，中学校７，専修学

校５，各種学校１）を含む。

② この数値は県における集計数値（実数）であり，文部科学省において発刊される「学校

基本調査報告書」の内容をもって確定数とする。

５ 用語の説明

この報告書中，主な用語については，巻末の参考資料に「用語の説明」として掲載してい

る。


